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エコマーク申請　No.130V2付属証明書（4-1-1(1)再生材料：紙）

エコマーク商品類型No.130 「家具Version2」付属証明書
本付属証明書は、エコマーク商品類型No.130「家具Version2」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	申込商品名
	

	申込者（会社名）
	
	印（社印を捺印）


	＜付属証明書の作成方法＞
1. 申込商品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。＊対象外の場合も、対象外にチェックして下さい
「記入欄」が網かけとなっている項目は記入不要です。

2. 「添付証明書」欄の各証明書を用意して下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。「添付証明書」が網かけとなっている項目および対象外と記載した項目は、添付証明書の提出は不要です。

3. 各証明書の作成は、原則、「記入表」を活用して下さい。

4. 「添付証明書」の発行者は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。


	項目
	記入欄／添付資料　※該当する□にチェックを入れて下さい

	エコマーク表示　　（予定）について記載下さい
※ 原則として、製品、包装などにエコマークを表示すること
	表示媒体
□ 製品 ／ □ 包装 ／　　□Web
 □ 商品説明書（パンフレット・カタログ・リーフレット
　　　 □ 取扱説明書 ／ その他 （      ）


	エコマーク表示予定設計図

	表示予定設計図の提出（書式自由・原稿）*様式2の｢エコマーク表示見本｣の画像をご活用ください
エコマーク認定番号または使用契約者名の表示（両方を表示することも可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image1.png]




	
	【表示無しの理由】：エコマークを表示しない（予定）場合



	別表１または2　対象表での品目名
	　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	主要材料
	　□紙材

	該当する主な基準項目
	　□認定基準4-1-1(1)　再生材料


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項目
	記入欄
	添付証明書
	添付証明書の

発行者

	製品を開発した会社
	　□他社　／　□自社
　＊他社開発製品の場合は右記証明書をご提出
ください。
	記入表0「申込承諾書」
	申込承諾者

	本商品類型（新認定基準Ver2）で、既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が　 □ある／□ない

（ブランド名以外変更がなければ、以下の項目の証明は不要です）
	エコマーク商品認定審査結果通知書の写し

既認定型式と本申込　　製品の型式との対応表
	

	
	
	4-1-1(5)、(6)、4-1-3(11)、4-1-5(25)の証明書
	

	
	
	変更点についての認　定基準に対する証明書（変更がある場合）
	

	家具の分類
	　□屋内家具　　／　□屋外家具
	
	

	塗料
	　□使用がある　／　□使用がない
　＊□使用がある場合は右記添付書類の提出が必要です
	記入表A
「塗料/部品使用リスト」
	申込者

	接着剤
	　□使用がある　／　□使用がない
　＊□使用がある場合は右記添付書類の提出が必要です
	記入表B
「接着剤/部品使用リスト」
	申込者

	構成材料
	　

	記入表C
「製品構成一覧表」
	申込者


「4．認定の基準と証明方法」を満たすために必要な証明書類

	項目
	基準概要＆記入欄
	適合/不適合
	添付証明書
	添付証明書の

発行者

	4-1-1.
(1)
	主要材料が再生材料の基準配合率を満たす。
	　□　はい

　□　いいえ
	＜主要材料：紙材＞

	
	
	
	記入表D1
「製品質量証明書」
	申込者

	
	
	
	記入表D2「製造工程・管理証明書」
	申込者

	
	
	
	記入表D3
「紙質証明書」
	製紙事業者

	4-1-1.
(5)
	＜共通＞

	
	保守部品または消耗部品の供給期間は当該製品の製造停止後、10年以上である。

	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	該当箇所が記載された取扱説明書などの写し
	申込者

	
	
	· 10年以上修理する
	
	

	4-1-1.
(6)
	＜共通＞

	
	修理の受託体制が整備され、利用者の依頼に応じて修理を行っていること。
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	該当箇所が記載された取扱説明書などの写し
	申込者

	4-1-1.
(7)
	　＜共通＞

	
	製品はリサイクルし易いように、金属、主要材料などの分別が可能であること。
	□　はい

□　いいえ
	分別方法に関する設計書、説明書
	申込者

	4-1-2.
(9)
	　＜共通＞

	
	発泡剤にフロン類が使用されていない。
　使用する発泡剤の物質名
【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
（発泡剤使用なし）
	使用物質の安全データシート（ＳＤＳ）
	申込者

	4-1-3.
(10)
	　＜共通＞

	
	製造工場は立地する地域の環境法規等を順守している。
	□　はい

□　いいえ
	記入表1「環境法規等順守証明書」
	最終製品製造工場長

	4-1-3.
(11)
	　＜共通＞

	
	製品の包装に使用されるプラスチック材に、ハロゲンを含むポリマーおよび有機ハロゲン化合物を処方構成成分として添加していない。
　包装材料の使用素材名　*下記記載して下さい
【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	□　はい
□　いいえ
	
	

	
	製品に使用されるプラスチック材に、ハロゲンを含むポリマーおよび有機ハロゲン化合物を処方構成成分として添加していない。
＊□いいえの場合は、右記添付書類の提出が必要です
	□　はい

□　いいえ

	回収・リサイクルシステムの証明（認定基準4-1-1(2)dと同等）または、使用期間が20年以上想定される根拠資料
	申込者

	4-1-3.
(12)
	　＜共通＞

	
	製品は、抗菌剤を使用していない。
＊□いいえの場合は、右記添付書類の提出が必要です
	□　はい

□　いいえ
	SIAAマーク等の認証を受けていることを示す書類
	申込者

	
	製品は、PBB、PBDE、短鎖塩素化パラフィンおよびHBCDを処方構成成分として添加していない。
	□　はい

□　いいえ
	
	

	4-1-3.
(13)
	　＜共通＞　

	
	製品に使用される塗料は、処方構成成分として、別表5に規定する重金属類の添加がない。
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	記入表A
「塗料使用リスト」
	申込者

	4-1-3.
(14)
	　＜共通＞

	
	屋内家具に使用される接着剤は、別表6のトルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレンの放散基準値に適合する。
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	JIS A 1901の測定方法による試験結果もしくは
処処方構成成分リストを記載した証明書（SDS等）など
	第三者試験機関など

	4-1-3.
(15)
	＜共通＞

	
	屋内家具に使用される接着剤・塗料、または、接着剤・塗料が使用された屋内家具(部品)は、ホルムアルデヒドの放散の基準を満たす。
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	JIS A 1406あるいはJIS A 1901の測定方法による試験結果など
	第三者試験機関など

	4-1-4.
(23)
	＜共通＞

	
	原料として使用される原木が、その伐採に当たって生産された国における森林に関する法令に照らして合法な木材である。
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	記入表7「木材の合法性に関する証明書」
*記入表D1・E1記載の紙材・
木材
	申込者など

	4-1-5.
(25)
	　＜共通＞　

	
	以下a)およびb)の情報提供を行っている
a)　ユーザ自身が行えるシックハウス対策(適切な換気の励行など)に関する情報
	□　はい
□　いいえ
□　対象外
	該当箇所が記載された取扱説明書などの写し
	申込者

	
	b）　製品の適切な使用方法、点検などに関する情報　
	□　はい
□　いいえ
	
	

	4-2.
(26)
	＜共通＞

	
	品質および安全性について、該当する日本工業規格などの品質基準に適合している。
	□　はい

□　いいえ
	記入表8「品質管理証明書」およびその添付資料
	申込者など


5．配慮事項
　認定の要件ではないが、以下に配慮することが望ましい。
	項目
	基準概要＆記入欄
	適合/不適合
	添付証明書
	添付証明書の

発行者

	5.(1)
	製品の包装材料に再生材料を使用している。
　古紙パルプ配合率【　　　　　　】％
　再生プラスチック　【　　　　　　】％
	□　はい

□　いいえ
	
	

	5.(2)
	材料等の輸配送の環境負荷などを考慮し、使用する材料に応じて地産材などの積極的な使用や効率的な輸送などを実施している。
	□　はい

□　いいえ
	
	

	5.(3)
	製品について、LCAを実施しており、環境負荷低減効果が確認されていること。また、その結果が公表している。
	□　はい

□　いいえ
	公表している資料など
	申込者

	5.(4)
	使用後の製品の回収・リサイクルシステムが構築されている。
	□　はい

□　いいえ
	説明資料など
	申込者

	5.(5)
	製品や部品の一部を交換・追加して製品の機能を拡張できるように設計されている。
	□　はい

□　いいえ
	説明資料など
	申込者

	5.(6)
	＜金属部品に使用される焼付塗装＞

	
	屋内家具の金属部品に使用される焼付け塗装用の塗料、または、その塗料が使用された屋内家具(部品)は、ホルムアルデヒドの放散の基準を満たす。
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	JIS A 1406あるいはJIS A 1901の測定方法による試験結果など
	第三者試験機関など

	5.(7)
	　＜金属部品に使用される焼付塗装＞

	
	屋内家具の金属部品に使用される焼付け塗装用の塗料は、別表6のトルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレンの放散基準値に適合する。
	□　はい

□　いいえ
□　対象外
	JIS A 1901の測定方法による試験結果もしくは
処処方構成成分リストを記載した証明書（SDS等）など
	第三者試験機関など


記入表A-130 

公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中

　
塗料/部品使用リスト
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


＊発行者は、申込者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	商品名：
	


使用している塗料リスト　（空欄を記載の上、該当する項目にチェックをしてください）
	No.
	塗料名
	使用している
主な部品名
	塗装の種類
	塗料の種類
	認定基準書別表5の重金属類の添加有無

	1
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある

	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	□焼付塗装
□上記以外
	□水系　□溶剤系
□粉体
	□添加がない
□添加がある


＊1　数が多くて書ききれない場合には、二段に分けて記載いただくか、欄を追加するなど
　　してください。

記入表B-130 

公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中

　
接着剤/部品使用リスト
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


＊発行者は、申込者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	商品名：
	


使用している接着剤リスト
	No.
	接着剤名
	使用している主な部品名

	1
	
	

	
	
	

	2
	
	

	
	
	

	3
	
	

	
	
	

	4
	
	

	
	
	

	5
	
	

	
	
	

	6
	
	

	
	
	

	7
	
	

	
	
	

	8
	
	

	
	
	

	9
	
	

	
	
	

	10
	
	

	
	
	


＊1　数が多くて書ききれない場合には、二段に分けて記載いただくか、欄を追加するなど
　　してください。

記入表C-130 
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局 御中
製品構成一覧表
	発行日：
	年
	
	月
	
	日


	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者

	商品名：
	


　製品における構成材料を記載してください。　　　　　　　　　*塗料、接着剤などの副資材除く

	使用材料名
*1
	使用している主な素材名　*2
	使用している主な部品名
*3
	製品全体における質量割合(%)
*4
	金属を除いた製品全体における質量割合(%)
*5

	金属
	
	
	
	

	紙材
	
	
	
	

	木材
	
	
	
	

	プラスチック材
	
	
	
	

	その他
（　　　　　　）
	
	
	
	

	その他
（　　　　　　）
	
	
	
	

	その他
（　　　　　　）
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	100％
	100％


*1ガラスなどのその他材料があれば、その他欄に具体的に記載してください。
*2金属の場合にはステンレス、プラスチックの場合にはポリスチレンなど具体的に記載してください。

*3一番質量比率が高い部品名を記載してください。
*4型式によって異なる場合には下限と上限(～)を記載してください。
*5型式によって異なる場合には下限と上限(～)を記載してください。
記入表D1-130 

公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中

　製品質量証明書

	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


＊発行者は、申込者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	型式名：
	


　複数の型式がある場合には、古紙パルプの質量割合がもっとも低い型式を少なくとも代表として提出ください。
紙材の原料についての内訳

	部品No.
	部品名
	部品質量（g）
	古紙パルプ配合率（%）
	古紙パルプ質量（g）

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	
	
	
	

	7
	
	
	
	

	8
	
	
	
	


	9
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	合計
	Ａ
	
	Ｂ


　紙材における古紙パルプ質量割合（％）
＝　B合計古紙質量（　　　　）g／A合計紙質量（　　　　　）g
＝　（　　　　　　）％
＊1　古紙パルプの質量割合は、小数点1桁目以下切り捨てで提示してください。

＊2　材料数が多くて書ききれない場合には、二段に分けて記載いただくか、欄を追加するなどして
ください。
＊3　 Version1において規定されていた小付属も上記表に含めてください。
＊4　 エコマーク事務局からの要請があれば、他の型式についても提出してください。
記入表D2-130 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中
製造工程・管理証明書
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


　* 発行者は申込者

　　　以下の記述内容について証明します。
	紙銘柄名
【古紙パルプ配合】
	製紙事業者名
	加工・組立事業者名
	最終製造事業者名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	紙銘柄名
【バージンパルプのみ】
	製紙事業者名
	加工・組立事業者名
	

	
	
	
	

	
	
	
	


＊1　製造工程の記入が必要な部品は、製品に使用される全ての紙材です。
部品点数が多くこの表で書ききれない場合は、この表に準じて作成してください。なお、商社等製造に関与していない事業者名は記入不要です。

＊2　エコマーク商品類型No.107「印刷用紙Version3」の認定用紙を使用する場合は、エコマーク認定番号（8桁）を製紙事業者名の欄に付記してください。また、その認定を受けた事業者発行による記入表0-130に準じた供給証明書を添付してください。
【配合割合の管理方法】
なお、事業者が複数ある場合など、下表にて記載できない場合には、別紙にて、申込者のサプライチェーン全体の管理・確認方法をご説明下さい。

	申込者による古紙パルプ配合率の確認方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

□供給事業者との契約書に古紙パルプ配合率を明記している

□供給事業者からの納品書に古紙パルプ配合率が明記されている

□その他の方法で確認　※具体的内容を以下に記載して下さい。
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


記入表D3-130 

　　○○株式会社　御中
紙質証明書
	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	○○株式会社


	印（社印を捺印）


＊発行者は製紙事業者

　下記銘柄の古紙パルプ配合率に間違いがないことを証明するとともに、製造工場長をはじめとする製造部門に対して、古紙パルプ配合率の管理の徹底を行うことを誓約します。万一、以下の記載事項について疑義が生じた場合には、貴社及びエコマーク事務局などの関係者に対し、必要な資料提供などを含め十分な説明を致します。

	紙の銘柄名
	

	紙の種類
	□紙(単層漉き)／□板紙(多層漉き)／□段ボール

	製造工場
	工場名：

	
	工場長名：

	
	所在地：

	
	同工場の上記銘柄(エコマーク申請用紙)管理担当者

部署･役職名：　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　

	
	TEL：

メールアドレス：
	FAX：



	古紙パルプ配合率
	　　　　　　　　　％（数値は最低保証値とします）

	工場における古紙パルプ配合率の基準遵守に関する

管理・確認方法
	いずれか該当する項目にチェックして下さい。なお、エコマーク事務局からの要請があれば、その書類を提出すること。
□「古紙パルプ等配合率検証制度チェックリスト」(日本製紙連合会)又はこれに準じた内部監査を行っている。

　（実施日：　　　年　　月　　日）
　
□製造指示書・操業日報(製造記録)等で古紙パルプ配合率を管理・確認している。

　記録文書の名称：（　　　　　　　　　　　）　例　調成日報

　帳票の管理者：（　　　　　　　　　　　　）　例　抄造課長

□その他の方法で管理　*以下に具体的に記載してください。
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



· 上記の数値は具体的数値をご記載ください。

· □には該当する事項にチェックを入れてください。

 記入表1-130 
○○株式会社　御中

環境法規等順守証明書
	発行日：　　　　　　
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)

(工場名)

(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印

(社印を捺印)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　


　　　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長（もしくは相当する工場の責任者）

* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。

記

１．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など（以下「環境法規等」という）を順守していることを証明します。

　　（以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可）

	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること（例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定）

２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。

　　　（該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。）

　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。

□　創業（　　　　年）以来、関連する環境法規等の違反はありません。

　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。

※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。

	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)

3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　

□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。

　　　　
To: Japan Environment Association

Eco Mark Office 

Certificate of Compliance with Environmental Laws, etc.

	  Date of issue:     
	  [date],

	(Company name)

(Plant name)

(Name of the responsible person) title                      name
	seal 

(company seal)

	Plant address: 

	TEL　　：+


* Enter the manager (or the corresponding responsible person) of the plant manufacturing the finished goods in 
the Name of the responsible person column. 

* Effective issuing date of this Certificate shall be within three months from the date of application to Eco Mark.
We hereby certify that the following requirements are met:

1. We hereby certify that in manufacturing the applied product, we comply with related environmental laws and regulations and pollution control agreement (hereinafter referred to as the “Environmental Laws, etc.”) with respect to air pollution, water contamination, noise, offensive odor, and emission of hazardous substances.

(Please check the relevant boxes as follows to submit the Certificate.  It is also acceptable to submit an attached list.)

	Name of the Environmental Laws, etc. related to the plant
	Remarks 

	□ Air Pollution Control Law
	

	□ Water Pollution Control Law
	

	□ Noise Regulation Law
	

	□ Vibration Regulation Law
	

	□ Offensive Odor Control Law
	

	□ Other: 
	


* In the “Other” column, enter the name of law applied to the plant, and if there are regulations or agreements of the area where the plant is located, also enter the names of such regulations and agreements (e.g., xx Prefecture xx Environmental Conservation Regulation, xx City Pollution Prevention Agreement). 

2. We hereby certify that the state of compliance with the Environmental Laws, etc. prior to the date of issue of this Certificate is as follows:

(Please check the relevant boxes to submit the Certificate. Violation refers to administrative punishment or administrative guidance.)

□  We have not violated any related Environmental Laws, etc. for the past five years.

□  We have not violated any related Environmental Laws, etc. since foundation of the Company (year).

□  We violated related Environmental Laws, etc. in the past five years, have already taken proper remedies and recurrence prevention measures, and thereafter comply with the related Environmental Laws, etc. properly.

*If you committed any violation subject to administrative punishment or administrative guidance, you need to submit the following documents in a and b:

	a. For the fact of violation, the guidance document from the administrative agency (including a correction order and warning) and copies of written answers to those documents (including reports on the cause and result of correction) 

	b. For the management system for compliance with the Environmental Laws, etc., the following materials (copies of recording documents, etc) in 1)-5):

1) List of the Environmental Laws, etc. related to the area where the plant is located;

2) Implementation system (organizational chart with entry of roles, etc.);

3) Document stipulating retention of recording documents;

4) Recurrence prevention measures (future preventive measures);

5) State of implementation based on recurrence prevention measures (result of checking of the state of compliance, including the result of onsite inspection).


　□　We violated Environmental Laws, etc. in the past, and have not yet taken corrective measures.


公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中
木材の合法性確保に関する証明書
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）

	【発行担当者】

	住所：

	部署：
	役職：

	氏名：

	TEL：
	FAX:

	E-mail：


発行者は製紙事業者（木材の場合は材料供給者）もしくは申込者

下記1.記載の工場に使用される原料は、下記2.の証明方法によって、林野庁「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」に従って、合法性が確認され分別管理された材であること（もしくは合法性が確認された材しか扱っていないこと）、及び証明書等の関係書類を一定期間保管していることを証明します。
記

1．工場名 

	


２．合法性の証明方法
	自社（団体）の取組に関して、以下の該当する□欄にチェック、（　　　）内を記載の上、必要な書類を添付下さい。
	添付必要書類

	· (1) CoC（Chain of Custody）認証制度により、工場の認証を受けている　　　
　　　
	認証証の写し

	□ (2) 事業者認定（関連団体の定める管理規範に従って、合法性の証明された木材・木材製品の供給に取り組む当該団体の構成員について、その取り組みが適切である旨の認定等）を受けている
	認定証の写し

	□ (3) 自社（団体）が上記(1)または(2)に該当せず、独自の取り組みにより、合法性が証明された木材・木材製品の分別管理（合法性を確認した木材のみを扱っている場合はその旨。以下同じ。）、証明書の一定期間の保管などを定めた管理規範を定めている　⇒　管理規範の公表場所（　　　　　　　　）例.ホームページ
⇒　納入事業者への合法性の確認に関して、以下の該当する□欄にチェックをして下さい。
□
納入事業者におけるCoC（Chain of Custody）認証制度の認証証を確認している。

□
納入事業者における事業者認定の認定証を確認している。

□
伐採段階からの流通経路等を把握した上で、売買契約書、納品書等において合法性木材であることを確認している。
※　エコマーク事務局から要請があった場合には、納入事業者名や合法性の確認書類が開示できること。
	管理規範の写し


 記入表8-130 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　公益財団法人日本環境協会

　エコマーク事務局　御中

　品質管理証明書

　
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊発行者は、申込者など

当社エコマーク認定申込ブランド名（　　　　　）は、

別紙（第三者試験機関もしくは自社試験の試験結果など）の品質管理　　項目に基づいて、商品を管理し、品質管理基準に適合する商品のみを

出荷することを証明します。
記入表0-130　本書式は他社開発製品またはOEM供給を受ける場合に限り提出が必要です
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　公益財団法人日本環境協会

　エコマーク事務局　御中

申込承諾書

　
	発行日
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊発行者は、申込承諾者　　

当社（エコマーク認定）ブランド名（　　　　）（認定番号（　　　））

を、（申込企業）がブランド名（　　　　　）として、エコマーク

商品認定・使用申込を行うことを承諾します。
�





Entry example 1(EN)








記 入 表7-130　
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